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令和５年度第１９回庁議提案 審議・報告・その他 

                      提 出 日：令和６年１月１６日 

                      担当部・課：復興企画部政策企画課〔内線４２１３〕 

① 件  名 

ライオン株式会社との第２期包括連携協定の締結について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

 本市とライオン株式会社は、平成３１年１月２８日に包括連携協定を締結し、同社が培ってきた

健康づくりに関するリソースを活用した市民の健康増進と健康寿命の延伸を図るとともに、地域共

生社会の実現に向けた様々な取組を行ってきたが、令和６年１月２７日をもって５年間の協定締結

期間が満了となることから、連携体制の継続と連携項目の一層の強化を図るため、第２期包括連携

協定の締結に向けた協議を進めてきた。 

 

【目的】 

 同社との協議が調ったことから、第２期包括連携協定を締結し、相互の連携・協力のもと、様々

な地域課題等の解決に資するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 平成３１年 １月  包括連携協定締結 

令和 ５年１０月  第２期包括連携協定の締結に向けた協議を開始 

⑤ 主な内容 

１ 連携事項 

(1) 健康づくり・歯科保健対策に関すること。 

(2) 災害対策に関すること。 

(3) シティプロモーション及びブランド認知向上に関すること。 

(4) 男女共同参画社会の推進に関すること。 

(5) 観光の振興に関すること。 

(6) その他前条の目的を達成するために必要な事業に関すること。 

２ 協定締結期間 

 協定締結の日から３年間とする。 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

協定締結により、市民の健康増進と健康寿命の延伸を図るとともに、地域共生社会の実現に向け

た地域づくりが推進される。 

 具体的な取組として、全国小学生はみがき大会への市内小学校の参加促進や子どもラグビー教室

の開催になどよる市民の健康づくりプロジェクトに継続して取り組むほか、同社のネットワークを

活用した観光振興や石巻専修大学を交えた連携など、新たな取組の検討も行う。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 同社と包括連携協定を締結している県内自治体は本市のみ。（令和５年１２月末現在） 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和６年１月１９日  第２期包括連携協定締結式 

⑨ その他 
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